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日本板硝子株式会社京都府舞鵜市大波下小学浜日255

事 業 者 排 出 畳 削 減 計 画 書 ( 新規 ・変 更)

て

舞鶴i

077

江 1該 当するE83には、レnlを記入してくださいこ特定JF深打以外でHiな 加される41米者の方は レ 印の記入は不要でi

2 r本 挫年度Jと は,|口lUいJの加年度を 「 日,111_Jと は,卜〕Flpli‖の最終年度をいいます^

3「 Ⅲ来栃守〕Hいに分Jと は、京都府内のⅢ栄所得のⅢ去活動のためのコ■ネルイ■の■)1にイヤい発生する松t幼 米〃スを、 r輸 送十問期1はに分」と
は、白TJlit巡送1'栄イについてri仕川の本拠の位性を穴称lf内とするJttnうのコト11する世主効米ガスを、夕避J'栄者については保行する貨物可tF,X
ft旅4Ⅲ 耐の排11する松士幼米ガスを、 「そのlL柳は1区分Jと は、ユ記以外の京椰lr内におけるⅢ梁所年の寸rttvLfrplに伴いた4す るFEヤ効果ガス
をいいます。

4「 44れⅢlllJに1ま 平 成 2年 lL(1990年 度)を な1にとした研1いよの対比や」iネルギー】lllttCO期 :‖1は、■ユネ製lhljH発などlL子の粧■効
果〃ネ排出'ど政への長は、グツーン細避の標加、村定フ,ン などの条例伸t外 の注生効果ガスの出J波などを記人してくださ↓、

行定事茉君の

主たる業種 土石窯業 (板硝子製造,カロエ業)

該当する事業
者要件

影 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者
算して1,500キロリウ トル以上))

(大規模ェネルギー使用事業者 (原稿it函

「 京都府地球温暖化対策条例施行規貝け第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

計 画 期 間 平成  18 年  4 月 平成  20 年  3 月

基 本 方 針
2010年 目標 (1990年 比)を 以下のように設定し、既導入の環境マネジメントシステムを軸に削減を目指
す。   エ ネルギー(原単位)削減≧15%  C02削 減≧15%  ツ サイクル率≧99%

推 進 体 観

争栗所長を最高責任君とした環境マネシメントシステムの推進体制で、実施計画の策定、推進管理を実施す石『
~

又、事業所長を委員長を設備システム課 (ユーティリティ管理部門)長 を議長とした 『省エネルギー委員会』を中
心に、各部門長がメンパーとなり事業所全体で推進する。

年度 ごとの具
体的な取組及
び措置

エ

18～ 20 製造部門 LNC襟 料転換 全 磁索練焼の導入控伸

lSヽ 20 製造部門
台工不直加の尊八.生 座任の向上,少 曽まりの回上,サ イクルUP.炉 内撫の放射 `放出の見直し等で
原単位をいJ滋

,8～ 20 事業所全体 鹿茶物の自Ⅲ滅のため、発生抑441,分〕Jの徹底j処 理方法の見直してリサイクル車を向上

温軍勿呆カス
の排出量等 排出区分

昼 牢 年 度 (美蔽 ,

(17)年 度
〈こ酸化炭素換第 (t))

日棟年度 く計画)
(19)年 度

(二酸化炭茶強算 て1)) 岬鉤∽A事 業所等排出区分 292,130 t 285,126 t -24 9/s

B輸 送車両排出区分 t
C/p

Cそ の他排出区分 13,822 t 13,490 t -24 %

排出合計 1              305,952 t Ⅲ2            298,616 t -24 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

くこ桜イヒ涙栞J【算 (t

森林の保全及び整備 (整加面積) (吸収よ) t

府内産の木材の利用 (和1,i〕択) m' (HJttftt) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電 A) ivh OⅢⅢ減rR)
,

〈然‖や4) C J 〈制滅■) t

グリーン電力の購入 (鵬入 lll) kwh (HJ),fi) t

削減量等合計 t

差引排出量

〈排11合=トーHJ減等合計)

基準』 宮 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
章1              305 952 t ●2)てヽ●H)       298616 3  t -2 4 %

特 記 事 項 ・1990年 を基準年度として、2010年 に |エネルギー」, lC02」 共に 『原単位≧15%』 を目指し丁
り、単年度ででは 『原単位≧2%』 を目標としている。
・舞鶴事業所では、大型溶解炉による製品の生産で、使用するエネルギーの約 70%が 燃料油の燃焼である。LN
Cへ の燃料転換や全酸素燃焼を導入する準備をしている。
・廃菜物の発生抑制 ・リサイクルを推進 し、全事業所において 『ゼロエ ミッション』を達成している。
・地域の美化清縮運動への参力,や、舞鶴市が推奨する 『環境里親制度』にも登録し、地域環境保全に協力 してい
る。

運 給 究 担 当 部 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号


